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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

 当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第184期 

第３四半期連結累計期間
第185期 

第３四半期連結累計期間
第184期 

会計期間 
自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日 

自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日 

自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日 

売上高（百万円）  56,845  94,096  83,017

経常利益（百万円）  2,071  4,947  2,095

四半期（当期）純利益（百万円）  2,561  6,270  1,597

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 2,917  5,946  3,858

純資産額（百万円）  56,465  62,618  57,403

総資産額（百万円）  122,879  140,379  133,399

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 17.74  43.43  11.07

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  45.9  44.6  43.0

回次 
第184期 

第３四半期連結会計期間
第185期 

第３四半期連結会計期間

会計期間 
自 平成24年10月１日 
至 平成24年12月31日 

自 平成25年10月１日 
至 平成25年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額

（円） 
 12.95  21.69

２【事業の内容】
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 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。 

(１）業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、海外経済の不確実性の懸念は残るものの、金融緩和や各種経済対策

の効果による堅調な個人消費などに支えられ、生産、設備投資、雇用などに改善の動きが見られました。 

 このような経営環境のもと、当第３四半期連結累計期間の当社グループの売上は、鉄道車両の売上が大きく増加

したことなどから、前年同四半期比６５.５％増加の９４０億９６百万円となりました。利益面につきましては、

営業利益は１４９.９％増加の４９億９５百万円、経常利益は１３８.９％増加の４９億４７百万円となり、四半期

純利益は固定資産売却益を計上したこともあり１４４.８％増加の６２億７０百万円となりました。 

 セグメント別状況は以下のとおりであります。 

①鉄道車両事業 

 ＪＲ東海向けＮ７００Ａ新幹線電車のほか、名古屋鉄道向け電車、名古屋市交通局向け電車、東京メトロ銀座線

電車などの売上がありました。海外向け車両としては、米国向け２階建て電車、台湾向け車体傾斜式特急電車など

の売上がありました。また、ＪＲ東海向け超電導リニア車両Ｌ０系を納入しました。その結果、売上高は６１８億

７２百万円となり、前連結会計年度から売上計上が繰り下がった案件があったことなどから、前年同四半期比

１８４.４％の大幅な増加となりました。 

②輸送用機器・鉄構事業 

 輸送用機器におきましては、ＬＰＧタンクローリ、ＬＮＧタンクローリ、コンテナ貨車などの売上により、売上

高は７１億４９百万円となりましたが、貨車などでまとまった売上があった前年同四半期比では１７.８％減少と

なりました。 

 鉄構におきましては、中部地方整備局向け八ッ溝高架橋、北海道開発局向け函館ＩＣ橋、愛知県向け大幡高架橋

などのほか、架設工事として六番町跨線橋などの売上がありました。さらに、静岡市向け津波避難タワーなどの売

上がありましたが、大型工事が減少したことなどから、売上高は４６億５８百万円と前年同四半期比２７.６％減

少となりました。 

 以上の結果、輸送用機器・鉄構事業の売上高は１１８億７百万円と前年同四半期比２２.０％減少となりまし

た。 

③建設機械事業 

 建設機械におきましては、国内向けで大型杭打機や小型杭打機が堅調に推移したほか、海外向けでは韓国、香港

などへ大型杭打機、クローラクレーン、全回転チュービング装置などを輸出しました。 

 発電機につきましては、需要が落ち着いたことなどから、売上が減少しました。 

 以上の結果、建設機械事業の売上高は１４６億９４百万円と前年同四半期比１５.６％増加となりました。 

④その他 

 ＪＲ東海向けリニア用機械設備などのほか、車両検修設備、各地のＪＡ向け営農プラントの新設・改修工事、家

庭紙メーカー向け製紙関連設備、レーザ加工機、鉄道グッズ販売などがあり、その他の売上高は５７億２１百万円

と前年同四半期比２１.１％減少となりました。 

  

(２）事業上および財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(３）研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は１１億円であります。 

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(４）生産、受注及び販売の実績 

 ①生産実績  

 当第３四半期連結累計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．金額は、販売価格によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ②受注状況 

 当第３四半期連結累計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ③販売実績 

 当第３四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

    ２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

セグメントの名称 
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成25年12月31日）  
 前年同四半期比（％） 

鉄道車両事業(百万円)  52,961 ＋  36.6

輸送用機器・鉄構事業（百万円）  11,752  △19.9

建設機械事業（百万円）  13,915 ＋  18.4

その他（百万円）  5,675  △19.9

合計（百万円）  84,303 ＋  16.6

セグメントの名称 
受注高 

（百万円） 
前年同四半期比 

（％）  
受注残高 
（百万円） 

前年同四半期比 
（％）  

鉄道車両事業  65,038 ＋  42.1  171,464  △0.7

輸送用機器・鉄構事業  10,735 ＋  4.2  10,557  △1.4

建設機械事業  14,050 ＋  0.3  1,586  △46.1

その他  5,118  △29.6  2,049  △49.6

合計  94,943 ＋  22.8  185,657  △2.5

セグメントの名称 
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成25年12月31日） 
前年同四半期比（％） 

鉄道車両事業(百万円)  61,872 ＋  184.4

輸送用機器・鉄構事業（百万円）  11,807  △22.0

建設機械事業（百万円）  14,694 ＋  15.6

その他（百万円）  5,721  △21.1

合計（百万円）  94,096 ＋  65.5

相手先 

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 

  至 平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成25年12月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

住友商事（株）  4,294  7.6  29,753  31.6

東海旅客鉄道（株）  12,934  22.8  15,229  16.2
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(５）主要な設備 

 前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設等について、当第３四半期連結累計期間の主な変動

は、次のとおりです。  

①主要な設備の新設 

 当第３四半期連結累計期間に新たに確定した主要な設備の新設計画は、次のとおりです。 

  

②主要な設備計画の完了 

 前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当第３四半期連結累計期間に完了したものは次のとおりで

す。 

  

(６）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

 当社グル－プを取り巻く事業環境として、鉄道車両事業では、国内市場については新幹線を中心に一定の需要が

見込まれるものの、総括的な傾向としては、更新需要の一巡と社会の少子高齢化の影響により中長期的な市場の拡

張性が乏しいものと思われます。当社グループといたしましては、このような状況を踏まえ、技術提案力と生産性

の向上により基本的な競争力の強化を継続するとともに、需要の拡大が期待される海外市場へのさらなる展開とし

て、北米鉄道車両市場における継続的な案件獲得を企図し、米国イリノイ州ロシェル市に鉄道車両組立工場を建設

して平成24年７月より北米向け鉄道車両の生産を開始いたしました。さらに今後、同工場を拡張し新たに構体部品

工場の建設を進め、構体部品製作から車両納入までの一貫生産に対応できる総合車両メーカーとしての競争力強化

により、メインターゲットの一つである北米市場における一層のプレゼンス強化に努めてまいります。また、同じ

く需要が期待される台湾および東南アジアを中心に各地のニーズに応える提案型営業活動を推進いたします。 

 輸送用機器・鉄構事業において、輸送用機器では、厳しい受注環境にありますが、エネルギー動向はじめ市場ト

レンドを機敏に捉えた製品開発を進め受注確保に努めてまいります。また、橋梁新設が縮小傾向にある鉄構では、

技術提案力の強化による受注確保とコスト低減に努めるとともに、需要が見込まれる補修・保全案件ならびに周辺

事業に営業展開を進めてまいります。 

 建設機械事業およびその他においても、公共工事および民間設備投資の動向を注視しつつ、海外市場を含め、き

め細かい営業活動のもと市場ニーズに対応する製品提案により事業機会を取り込み、収益確保に努めてまいりま

す。 

 なお、当社グル－プの主要製品は鉄道車両や橋梁を始めとして受注生産が多くを占め、それぞれの受注単位も比

較的大きいことから、各年度の製造ないし売上の製品構成が大きく変化いたします。そのため、操業度の平準化や

製品毎に異なる仕様への効率的な対応が恒常的な課題となります。また、受注から納入まで時間を要する案件が多

いため、為替変動や鋼材等原材料の価格変動が経営成績に大きく影響いたします。従って、為替変動につきまして

は、為替動向を考慮し為替予約等のヘッジを行ってリスク低減に努め、原材料につきましては、適時調達や歩留ま

り向上、材質の変更等を進めてコスト上昇の抑制に努めてまいります。 

  

会社名 

事業所名 
所在地 

セグメン

トの名称 
設備の内容 

投資予定金額 

（百万円） 
着手及び完了予定  

投資の 

目的等 
総額 既支払額 着手 完了 

日本車輌製造㈱ 

鳴海製作所 

名古屋市 

緑区  
建設機械 

生産管理 

システム 

更新  

300 － H26.5 H27.10 

生産シス

テムの 

合理化  

日本車輌製造㈱ 

豊川製作所 

愛知県 

豊川市 
鉄道車両 

自動 

スポット 

溶接機  

200 － H26.4 H26.10 
生産設備

の合理化

NIPPON SHARYO 

MANUFACTURING,LLC 

米国 

イリノイ

州 

鉄道車両 

自動 

スポット 

溶接機 

143 － H25.8 H26.8 
生産能力

の向上  

会社名 
事業所名  

所在地 セグメントの名称 設備の内容 
完了及び 
稼働 

完成後の 
増加能力  

日本車輌製造㈱ 

本社  

名古屋市 

熱田区  
全社（共通） 資材システム再構築 H25.10 

資材業務の 

効率化  
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(７）財務政策 

 当社グループは、健全な財務バランスを保ちつつ、事業活動に必要な資金の安定的な確保および流動性の維持に

努めております。また、当社は親会社（東海旅客鉄道㈱）が運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システ

ム）に参画しております。資金調達について、設備投資資金は内部資金および金融機関からの長期借入金で調達

し、運転資金は内部資金およびＣＭＳからの短期借入金で調達しております。流動性については、資金計画に基づ

き想定される需要に十分対応できる資金を確保しております。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。  

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  328,000,000

計  328,000,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成25年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成26年２月13日） 

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名 

内容 

普通株式  146,750,129  146,750,129

東京証券取引所 

（市場第一部） 

名古屋証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

1,000株  

計  146,750,129  146,750,129 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（千株） 

発行済株式 
総数残高 

（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

平成25年10月１日～ 

平成25年12月31日 
 ―  146,750  ―  11,810  ―  12,038

（６）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】  

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,000株が含まれております。な

お、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式31株が含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注） 日泰サービス(株)は、当社の取引先会社で構成される持株会（サービス工場持株会 名古屋市熱田区三本松町

１番１号）に加入しており、同持株会名義で当社株式14,000株を所有しております。 

 該当事項はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

  平成25年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式）  

普通株式    

（相互保有株式）  

普通株式    

2,367,000

17,000

― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  143,465,000  143,465 ― 

単元未満株式 普通株式    901,129 ― ― 

発行済株式総数  146,750,129 ― ― 

総株主の議決権 ―  143,465 ― 

  平成25年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

日本車輌製造㈱ 

名古屋市熱田区三本

松町１番１号 
 2,367,000  －  2,367,000  1.61

（相互保有株式） 

日泰サービス㈱ 

千葉県船橋市金杉 

八丁目11番２号 
 3,000  14,000  17,000  0.01

計 ―  2,370,000  14,000  2,384,000  1.62

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）および第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,065 5,474

受取手形及び売掛金 ※3  21,693 ※3  35,565

商品及び製品 1,740 1,910

半製品 1,312 1,278

仕掛品 41,174 32,762

原材料及び貯蔵品 3,239 3,412

その他 6,491 7,133

貸倒引当金 △45 △46

流動資産合計 80,671 87,490

固定資産   

有形固定資産   

土地 15,050 14,954

その他（純額） 17,292 17,693

有形固定資産合計 32,342 32,648

無形固定資産 522 665

投資その他の資産   

投資有価証券 17,294 16,944

その他 2,623 2,690

貸倒引当金 △55 △59

投資その他の資産合計 19,863 19,574

固定資産合計 52,728 52,888

資産合計 133,399 140,379

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※3  13,775 ※3  12,069

電子記録債務 10,885 12,106

短期借入金 3,743 6,416

未払法人税等 129 2,752

前受金 25,182 22,837

賞与引当金 1,656 823

工事損失引当金 67 59

受注損失引当金 1,108 581

その他 ※3  5,436 ※3  6,539

流動負債合計 61,985 64,184

固定負債   

長期借入金 5,037 5,000

引当金 717 1,023

その他 8,255 7,552

固定負債合計 14,010 13,576

負債合計 75,996 77,761
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,810 11,810

資本剰余金 12,045 12,045

利益剰余金 28,705 34,254

自己株式 △497 △506

株主資本合計 52,064 57,604

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 5,492 5,414

繰延ヘッジ損益 36 24

為替換算調整勘定 △247 △490

その他の包括利益累計額合計 5,281 4,948

少数株主持分 57 64

純資産合計 57,403 62,618

負債純資産合計 133,399 140,379
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

売上高 56,845 94,096

売上原価 49,615 83,526

売上総利益 7,230 10,570

販売費及び一般管理費 5,231 5,575

営業利益 1,998 4,995

営業外収益   

受取利息 35 6

受取配当金 219 227

持分法による投資利益 4 37

その他 164 74

営業外収益合計 423 345

営業外費用   

支払利息 104 47

契約違約金 － 183

その他 245 162

営業外費用合計 350 393

経常利益 2,071 4,947

特別利益   

固定資産売却益 2 3,007

投資有価証券売却益 175 436

受取補償金 － 47

特別利益合計 178 3,491

特別損失   

固定資産除売却損 99 126

減損損失 1 43

投資有価証券売却損 0 －

投資有価証券評価損 42 －

関係会社株式売却損 381 －

特別損失合計 524 170

税金等調整前四半期純利益 1,725 8,269

法人税等 △843 1,990

少数株主損益調整前四半期純利益 2,568 6,278

少数株主利益 6 8

四半期純利益 2,561 6,270
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,568 6,278

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 328 △82

繰延ヘッジ損益 18 △12

為替換算調整勘定 3 △242

持分法適用会社に対する持分相当額 － 4

その他の包括利益合計 349 △332

四半期包括利益 2,917 5,946

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,911 5,938

少数株主に係る四半期包括利益 6 8
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 当社は、平成25年７月23日の取締役会において固定資産の譲渡を決議し、以下のとおり平成25年10月31日に譲渡が

完了しました。 

   

1．譲渡の理由 

経営資源の有効活用および維持管理コストの削減のため、当該固定資産を譲渡するものであります。 

  

2．譲渡資産の内容 

（注）譲渡益は譲渡価額から帳簿価額と譲渡に係る諸費用を控除した額を記載しております。 

  

3．譲渡先の概要 

譲渡先は国内の一般事業者ですが、譲渡先との取り決めにより公表を控えさせていただきます。 

 なお、当社と譲渡先との間には、資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者として特記すべき事項はござい

ません。 

  

4．当該事象の連結損益に与える影響額 

 平成26年３月期第３四半期決算において、固定資産売却益2,187百万円を計上しました。 

  

  

【注記事項】

（追加情報）

資産の内容及び所在地 帳簿価額 譲渡価額 譲渡益 現    況 

埼玉県蕨市北町１丁目26番地 

土地 6,292.40㎡ 
６百万円 2,206百万円 2,187百万円 遊休地（寮・社宅跡地） 
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１ 偶発債務 

当社は取引先の債務を保証しております。リース会社等の有する割賦販売未収入金、リース債権等の残価保証額

は以下のとおりであります。 

  

２ 受取手形割引高 

  

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形 

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。 

  

  

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

  

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成25年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成25年12月31日） 

興銀リース㈱ 百万円 281 興銀リース㈱ 百万円 213

東京センチュリーリース㈱  228 東京センチュリーリース㈱  202

昭和リース㈱  154 昭和リース㈱  180

三井住友ファイナンス＆リース㈱  132 三井住友ファイナンス＆リース㈱  104

三菱ＵＦＪリース㈱  86 三菱ＵＦＪリース㈱  69

その他  54 その他  39

計  937 計  810

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成25年12月31日） 

受取手形割引高 百万円 71 百万円 49

  
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成25年12月31日） 

受取手形 百万円 303 百万円 351

支払手形  478  280

設備支払手形（流動負債「その他」）  3  25

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日） 

減価償却費 百万円 1,942 百万円 2,124

- 14 -



Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日） 

配当金支払額 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31日） 

配当金支払額 

  

  

（株主資本等関係）

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  361  2.5 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金 

平成24年10月26日 

取締役会 
普通株式  361  2.5 平成24年９月30日 平成24年12月４日 利益剰余金 

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  360  2.5 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金 

平成25年10月28日 

取締役会 
普通株式  360  2.5 平成25年９月30日 平成25年12月３日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、車両検修設備、営農プ

ラント、製紙関連設備などの製造・販売、鋳鍛製品の製造・販売、不動産賃貸、ゴルフ場経営などを含

んでおります。 

２．セグメント利益の調整額には、全社費用 百万円、セグメント間取引消去 百万円および棚卸資産

の調整額 百万円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

   

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、車両検修設備、営農プ

ラント、製紙関連設備などの製造・販売、鋳鍛製品の製造・販売、不動産賃貸などを含んでおります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額には、全社費用 百万円およびセグメント間取引消去 百万

円などが含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。 

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント
その他

（注）1 
合計

調整額 
（注）２ 

四半期連結

損益計算書 
計上額 

（注）３ 

鉄道車両 
事業 

輸送用機器

・鉄構事業 
建設機械

事業 

売上高               

外部顧客への売上高  21,751  15,130  12,708  7,254  56,845  －  56,845

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 34  302  143  603  1,083  △1,083  －

計  21,786  15,433  12,852  7,857  57,929  △1,083  56,845

セグメント利益  218  358  1,548  583  2,709  △710  1,998

△722 7

1

  

報告セグメント
その他

（注）1 
合計

調整額 
（注）２ 

四半期連結

損益計算書 
計上額 

（注）３ 

鉄道車両 
事業 

輸送用機器

・鉄構事業 
建設機械

事業 

売上高               

外部顧客への売上高  61,872  11,807  14,694  5,721  94,096  －  94,096

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 21  527  17  519  1,086  △1,086  －

計  61,893  12,335  14,712  6,240  95,182  △1,086  94,096

セグメント利益又は損失(△)  3,496  △307  2,269  241  5,701  △706  4,995

△705 7
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１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

平成25年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）配当金の総額……………………………………… 百万円 

（ロ）１株当たりの金額…………………………………２円50銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成25年12月３日 

（注）平成25年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行いました。 

  

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 17.74 円 43.43

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円）  2,561  6,270

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  2,561  6,270

普通株式の期中平均株式数（千株）  144,411  144,381

（重要な後発事象）

２【その他】

360
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本車輌製造

株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２５年 

１０月１日から平成２５年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２５年４月１日から平成２５年１２月

３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利

益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本車輌製造株式会社及び連結子会社の平成２５年１２月３１日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成26年２月12日 

日 本 車 輌 製 造 株 式 会 社     

  取  締  役  会  御  中     

有限責任監査法人 ト ー マ ツ 

  
指定有限責任社員

  
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 平野 善得 

  
指定有限責任社員

  
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 水野 裕之 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 




